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Ⅰ．はじめに
世界保健機構は1990年に「がんの痛みからの解放と
緩和ケア」と呼ばれる報告書の中で，緩和ケアの目標
は患者とその家族にとってできる限り可能な QOL
（Quality of Life：生活の質・生命の質，以下 QOL）
を実現することであると提唱している1）。QOL に統
一された概念はないが，同機構では，身体的領域・心
理的領域・自立のレベル・社会的関係・環境・精神性
/宗教/信念の６領域から構成されていると定義してい
る2）。特に終末期においては，患者や家族にとって人
生の終焉を迎えるための大切な時期であるため，患者
の自立に影響する日常生活動作（Activity of Daily
Living，以下 ADL）に関するアセスメントには重要
な意味がある。なぜなら，化学療法などの治療評価の
１つである Performance Status（生活活動度，以下
PS）が大まかな疾病の進行の指標であるのに対し，
ADL の障害状況は患者に残された時間（予後）を推
測する指標となるためである3）。
近年，がん医療においては治癒を目指した治療のみ
ならず，苦痛症状からの解放を目指した緩和医療の重
要性が広く周知されてきた。しかし，患者や家族とい
う当事者の立場に立つと，奏効率にかかわらず，辛い
治療を終末期まで続けたいと願うこともある。そのた
め看護師には，患者や家族が最も主体的に意志決定で
きる時期を見極め，説明を受ける場の調整や情報等の
整理に寄り添うなどの関わりが求められている。その
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役割を果たすためには，十分なアセスメントに基づい
た症状マネジメント，正確な情報提供，家族支援など
が重要であるが，病状や予後の予測が立たなければ時
を得た介入にならない可能性がある。そのため ADL
の障害の経過を知ることは，患者や家族の希望を支え
る支援において把握するべき知識である。
しかしながら，このような視点から ADL に焦点を
当て，その経過を示したのは柏木ら4）のみであり，
多くの研究は疼痛治療5）やリハビリテーション6）の
アウトカムとしてのみ取り上げている。柏木らの研究
はホスピス病棟で死亡したがん患者の終末期における
ADL の推移を調査しているが，現在わが国でがん患
者が最期を迎えることの多い一般病棟の現状は明らか
にされていない。特に高度先進医療を行う大学病院の
一般病棟においては，急性期と終末期の患者を同時に
抱えながら質の高いケアを提供しなければならないた
め，現状把握は必須である。
そこで本研究の目的は，大学病院の一般病棟で終末
期を過ごしたがん患者の ADL が障害されてからの生
存期間を診療録や看護記録から明らかにした。さらに，
患者や家族の希望が最後の時まで保たれるような生活
支援について検討を行った。
Ⅱ．言葉の定義
１．ADL
日本リハビリテーション医学会では，狭義の ADL
を一人の人間が独立して生活するために行う基本的
な，しかも各人ともに共通に毎日繰り返される一連の
身体的動作群としている7）。本研究では先行研究を参
考に，移動，排便，排尿，水分摂取，食事，会話，応
答を身体的動作とし，それらの総称を ADL とした。
Ⅲ．研究方法
１．対象者
平成15年度にＡ病院でがんにより死亡した患者のう
ち，遺族が文書にて本研究への参加に同意した56名中，
下記の要件に該当しなかった者42名。
１）消化管閉塞によって経口摂取が困難だった者。
２）骨折や麻痺によって運動障害や直腸膀胱障害があ
った者。
２．方法
１）研究デザイン
因子探索研究。
２）調査方法
診療録，及び看護記録から ADL が障害された時期
をそれぞれ死亡日から逆算して抽出した。さらに，
ADL が障害された前後の臨床所見や看護アセスメン
ト，対応についても抽出した。対象者の基本属性とし
ては，年齢，性別，診断名，転移の有無を収集した。
３）調査期間
2006年5月から2006年12月。
４）調査項目
調査項目は①移動，②排便，③排尿，④水分摂取，
⑤食事，⑥会話，⑦応答とした。データ収集の際には，
日本作業療法師協会の ADL の定義8）も参考にしなが
ら自立と判断するレベルを表１のように定め，調査を
行った。
５）倫理的配慮
データ収集病院の倫理審査委員会による審査を受
け，研究実施の承認を得た。また遺族に対しては，研
究の主旨，研究発表の予定やその際の匿名性，研究参
加への拒否や撤回の自由，その場合に不利益は生じな
いことを郵送にて文書を送付し，署名にて同意を得
た。
Ⅳ．結果
１．対象者の概要（表２）
対象者は42名で，平均年齢67.6歳（SD=9.7）であ
った。診断は，消化器がんが30.9％，肺がん21.4％，
婦人科がん19.0％であった。80.0％以上の対象者に他
臓器への転移が認められた。
表１ ADL の自立のレベル
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２．ADL が障害されてからの生存期間
図１に示すように，死亡10日前頃から移動の障害頻
度が高くなり，排尿，排便が次ぐが，死亡８日前頃か
ら食事，水分摂取，死亡２日前頃から会話，応答も
徐々に障害されるという推移をたどっていた。以下よ
り各 ADL が障害されてからの生存期間について詳細
を述べる（表３）。
１）移動
移動が障害されてからの生存期間は平均9.8日であ
った。１ヶ月以上障害を抱えていた患者は16.6％で，
死亡前日まで自立歩行が可能だった者は4.6％であっ
た。障害の要因としては，疼痛，倦怠感，浮腫，呼吸
困難感，意識レベルの低下であったが，それぞれの症
状が単一で影響している場合もあれば，複数が重なる
ことで患者の体力や気力を失う結果を生じさせたとア
セスメントされた場合もあった。対処としては，移動
に伴う苦痛の訴えが増加するたびに薬剤の変更や酸素
投与などが行われ，適宜移動の介助が行われていた。
２）排便
排便が障害されてからの生存期間は平均8.9日であ
った。１ヶ月以上障害を抱えていた患者は11.9％で，
死亡前日まで自立していた者は16.6％であった。障害
の要因としては，トイレなどへの移動困難（苦痛症状
の増悪による移動の障害が生じた結果の本人の希望，
意識レベルの低下），強度な便秘（腹水の貯留・腹膜
播種・活動不足による腸ぜん動の低下，食事摂取量の
低下，薬剤性の副作用）があげられた。対処としては，
下剤の使用や摘便，おむつ交換，陰部洗浄などが行わ
れていた。
３）排尿
排尿が障害されてからの生存期間は平均9.2日であ
った。１ヶ月以上障害を抱えていた患者は16.6％で，
死亡前日まで自立していた者は16.6％であった。障害
の要因としては，意識レベルの低下による失禁，尿道
カテーテルの留置（生理学的な機能低下や薬剤性の副
作用による尿閉，苦痛症状の増悪による移動の障害が
表２ 対象者の概要
図１ 一般病棟で終末期を過ごしたがん患者の日常生活動作の障害の出現からの生存期間
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生じた結果の本人の希望，治療上の管理（尿量測定，
トロッカー挿入中の安静確保，褥創の保護））があげ
られた。対処としては，適宜おむつ交換や陰部洗浄，
適切なカテーテルの管理が行われていた。
４）水分摂取
水分摂取が障害されてからの生存期間は平均8.4日
であった。１か月以上障害を抱えていた患者は9.0％
で，死亡前日まで自立していた患者は35.7％であった。
障害の要因としては，水分摂取に対するニーズの減
退・消失（治療の副作用，苦痛症状の増悪，意識レベ
ルの低下）があげられた。対処としては，飲水摂取が
可能な場合は本人の希望に合わせて摂取できるよう支
援していたが，同時に補液が行われるケースが大半を
占めていた。
５）食事
食事が障害されてからの生存期間は平均9.2日であ
った。１ヶ月以上障害を抱えていた患者は9.0％で，
死亡前日まで自立していた患者は33.3％であった。障
害の要因，対処については，水分摂取と同様であっ
た。
６）会話
会話が障害されてからの生存期間は平均2.6日であ
った。１か月以上障害を抱えていた患者は2.3％で，
死亡前日まで自立していた患者は59.5％であった。障
害の要因としては，意識レベルの低下があげられた。
対処としては，“イエス”“ノー”で返答できるような
声掛けや表情を十分にアセスメントすることで患者の
ニーズの把握等に努めていた。
７）応答
応答が障害されてからの生存期間は平均1.8日であ
った。１か月以上障害を抱えていた患者はなく，死亡
数前日まで自立していた患者は64.2％であった。障害
の要因としては，意識レベルの低下があげられた。対
処としては，表情や身体所見を十分アセスメントする
ことで患者のニーズの把握等に努めていた。
Ⅴ．考察
看護において ADL はセルフケアの類似概念として
用いられることが多い。どちらも疾患の治療といった
医学モデルではなく，人々の生活行動に焦点が当てら
れているためであるが，セルフケアにのみ身体的動作
だけではなく，「主体的な取り組み」や「意思決定」
を含んだものとして解釈される場合がある9）。一方で，
緩和的リハビリテーションの分野では，両者をほぼ同
義として扱われることが多い10）。これは，ADL の改
善を最終目標と定めるのではなく，リハビリに対する
主体的姿勢を評価するような傾向が強まったためであ
る。本研究でも ADL の障害に焦点を当てながらも，
その改善が見込めない終末期患者を対象とした。そこ
で，障害の経過が似通った項目ごとに柏木らの先行研
究11）と比較しながら看護支援も含めて考察を述べる。
なお，柏木らの研究は，ホスピス病棟で亡くなった患
者を対象として本研究と同様の調査を行ったものであ
る。結果としては，図２に示すように生存期間が２週
間前頃から移動の障害頻度が高くなり，死亡数日前か
ら水分摂取や会話，応答の障害が急増することを明ら
かにしていた。
１．すべての ADL に影響を及ぼす移動動作への支援
移動が障害される時間的経過はホスピス病棟の結果
と比較しても大差はなく，転倒予防に努めながらも患
者の意思を尊重した安静度が保たれていた。最も長期
間に障害される ADL であったため，他者からの援助
を得る期間が長い動作である。このような状況が続く
と自己効力感の低下につながる12）ため，介助を負担
なことだと感じさせないよう関わらなければならな
い。また，患者の移動動作を支援することは直に家族
ストレスへと変化することもある13）ことから，適切
な介助方法，予測される今後の日常生活の変化につい
て指導し，日ごろの思いを受け止め，ねぎらいの声が
けも必要である。
基本的には移動の障害の原因をアセスメントするこ
とから支援が始まり，除去可能な症状については適切
なマネジメントを図ることが重要である。不可逆性の
事象が原因となっている場合は，患者や家族がそれを
理解し，制限された中でも達成可能な目標を定めて援
助する必要がある。家族への教育的支援としては，正
表３ ADL の障害出現時期別の対象者の割合
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しいボディメカニクス，安楽ポジション等を指導し，
デモンストレーション等も交えることで理解度を深め
ることが有効である。また，長期化する可能性もある
ため，公的サービスの利用等についても導入を検討す
る必要性が示唆された。
２．生きる意味に影響を及ぼす排泄動作の支援
排便が障害される時間的経過はホスピス病棟の結果
と比較しても大差はなく，イレウスにならないよう細
やかな対処が行われていた。しかしながら，便秘が一
般的によくみられる症状であるため，患者の希望を積
極的に取り入れることなくコントロールされるケース
もみられた。終末期では，摘便や下剤の適切な使用が
効果的であるとされている14）が，患者が受け身の支
援だけで症状の改善を図ることは，自己コントロール
感が維持されず，生きる意味を失うといったスピリチ
ュアルな問題を生じさせる可能性がある。そのため，
取り入れられる便秘予防（腹部マッサージ，温罨法，
食事の工夫，ツボなど）や安全・安楽な介助方法の説
明し，患者や家族の希望も取り入れながら統一したケ
アの提供を行う必要がある。また，におい等の環境に
対する細やかな配慮も患者の自己価値を保つことにも
つながるため，非日常的なものを可能な限り取り除く
よう努めなければならないと考えられる。
排尿が障害される時間的経過は，頻度のピークが死
亡５日前以降にむかえていたホスピス病棟と比較する
と早い時期から生じており，その原因としては治療上
の管理を目的とした尿道留置カテーテルの使用が考え
られた。カテーテルの使用で不快な尿の貯留や排泄行
為に伴う苦痛が緩和される場合を除いては，患者が抱
える羞恥心等を考慮し，希望と残された体力のバラン
スをアセスメントしながら援助方法を決める必要があ
る。また，一度カテーテルを留置しても患者の症状や
希望は変化する可能性があることをふまえ，定期的な
確認をすることも重要である。さらに，移動の障害に
合わせて排尿の自立度も低下していたため，その時期
に合わせて排泄の場や方法の選択肢を事前に提案し，
排泄行為に伴い他者から援助を受けることへ受容度も
確認しながらケアを行うことが望ましいと考えられ
た。
意識レベルの低下から生じる失便や失禁に対する対
処としては，おむつ交換や陰部洗浄が行われていたが，
患者や家族の排泄に対する思いの傾聴も忘れてはなら
ない支援の１つである。羞恥心によって自尊心が低下
すると生きる意味を失う場合があるため，業務的な対
応とならないよう一連の排泄介助の中に必要な情緒的
支援を含ませることが重要であると考えられた。
３．基本的ニーズである口から物を含むことを支える
支援
水分摂取，食事が障害される時間的経過は，頻度の
ピークが死亡３日前以降にむかえていたホスピス病棟
と比較すると早い時期から生じていたが，その誘因と
しては治療の副作用が考えられた。死期を予測するこ
とは難しいが，ADL の障害のレベルと QOL を考慮す
れば水分を欲しないほどの副作用を伴う治療は倫理的
な問題を含んでいることを医療者が理解し，正確な情
報提供をもって患者や家族とコミュニケーションをと
図２ ホスピス病棟で死亡した患者の日常生活動作の障害の出現からの生存期間（n＝206）
（淀川キリスト教病院ホスピス　編．緩和ケアマニュアル　　　　　　　　　　　■
ターミナルケアマニュアル改訂第４版．大阪府：最新医学社，2005：P3 より）
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る必要がある。2003年に厚生労働省が行った終末期医
療に関する国民や医療従事者の意識調査でも，積極的
治療を肯定的にとらえた意見は決して多くはなく，
1998年のものと比べて減少している15）。患者が何を
どこまで知りたいのかにも左右されるが，積極的な傾
聴で悔いが残らない時間の過ごし方をともに考えるこ
とが重要である。
経口摂取が可能な時期には，多くを口にできなくて
も，終末期特有の自然な反応であると考え，味わうこ
とを大切にすることが重要である。患者や家族の中に
は，食欲の低下を病状の悪化と解釈し，無理に摂取し
ようとする場合もあるが，患者の負担になるため十分
な説明と精神的な支援が必要となる。その上で，患者
の飲みたい・食べたいもの，飲みやすい・食べやすい
ものを家族も交えて模索し，食事が楽しいものとなる
よう食器などのアメニティにも気を配ることが重要で
ある。また，口腔内乾燥も食欲減退と関連している16）
ため，十分なケアが必要である。さらに，体力が弱っ
ている場合もあるため氷片を含ませたりするなどの工
夫も取り入れるべきであると考えられた。
人工的な栄養・水分補給は，終末期において QOL
を熟慮して施行の是非を考える必要がある。なぜなら，
高カロリー輸液等は，生命予後が１か月頃になると患
者の苦痛を増悪させる場合があるためである。日本緩
和医療学会もこのような観点からガイドラインを出
し，患者や家族の精神的側面や価値観から判断するべ
きであると唱えている。本研究では，補液に関するイ
ンフォームドコンセントの記録が抽出されなかった
が，QOL に影響を及ぼす医療行為の１つとして医療
者が早急に認識を強める必要があると考えられた。
４．対象理解に基づいたコミュニケーション支援
会話や応答が障害される時間的経過は，頻度のピー
クが死亡２日前以降にむかえていたホスピス病棟とほ
ぼ同様であった。患者理解のための支援も障害のレベ
ルに合わせて行われていたが，家族への援助に関して
は，事前に患者と意思疎通が通わなくなる時期やその
際の対処方法に関する教育的支援を積極的に行うべき
であると考えられた。特に，時期については他の
ADL が障害される経過から推察することで，患者の
最期の思いを家族が知る機会を逃さないよう調整する
ことが重要である。また，死にゆく人と交わすことの
できるコミュニケーションに意図的タッチがある17）
ことを学び，実践することで，患者のストレスを軽減
し，穏やかな看とりを家族が迎えられるよう支持する
ことが必要である。
５．看護への示唆
先にも述べた厚生労働省が提示している終末期医療
に関する調査等検討会報告書の中では，一般の国民が
希望する療養場所の第一位は自宅であり，死亡場所は
緩和ケア病棟である18）。それぞれが異なった原因は，
家族へ負担をかけたくないという思いが大きく影響し
ている。しかしながら，ADL が障害される時期は比
較的臨終に近いため，症状マネジメントを十分に図り，
ソーシャルサポートを充実させ，住み慣れた家での最
期がイメージ化できれば，この結果にも変化があると
考えられる。なぜなら，人がどのような日常の変化を
経て死へと向かうのかを知ることは，患者にとっては
家族への過度な気遣いの減少，家族にとっては介護へ
の過度な不安の減少をもたらすためである。そのため，
積極的な治療に伴うケアを行いながらも患者に訪れる
死を意識し，希望を把握しながら臨終までの生活に関
する意思決定を支援する必要がある。その時期を判断
するための材料として，ADL が障害される時期と残
された時間を理解することは重要である。生活に関す
る細かな事柄は，看護師の情報提供なしには患者も家
族も選択することが困難なことから，独歩が困難とな
ったころから移動，排泄，食事についての個人の考え
方，受けたいケアの内容について話し合う必要がある
ことが示唆された。
おわりに
厚生労働省が2003年に行った終末期医療に関する意
識調査の中で，自宅で最期まで療養したいと望んだ者
は60％を超えていた。一方で同調査では，自宅以外を
希望した者の80％以上が，その理由を家族の介護負担
であることを明らかにしている19）。しかしながら，
本研究で明らかになったように家族の肉体的な負担は
比較的長い期間ではない。今後は一般の人々もこのよ
うな現状を理解できるよう一層の働きかけが必要であ
ると考えられた。
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Examination of an obstacle of Activities of Daily Living that a cancer
patient has for the end period in the university hospital, 
and consideration of nursing support
Ruka SEYAMA1),  Kazuko ISHIDA2),  Yoko NAKAJIMA2)
Kumiko YOSHIDA3), Akemi TUNODA2),  Kiyoko KANDA1)
Abstract：Activities of Daily Living (ADL) of a cancer patient deteriorates with aggravation of
condition, and it becomes difficult to maintain the life that became independent of then in the
end period. But it is necessary to perform the support that does not decrease pride of the
patients because their most want to work as oneself by oneself as much as possible. Therefore
a purpose of this study is to clarify duration of survival after the cancer patient who spent the
end period in a general ward in the university hospital causes an obstacle for ADL from the
record of the medical record and to cosider the support that is necessary to live life that the
hope of a patient and the family is kept until last time.
The subjects were 42 patients who died by cancer in a general ward of the university
hospital. The data collection went from the records such as a doctor, the nurse mentioned in a
medical record. The investigation item assumed it the time when ability of ADL of the patient
was affected.
As a result, all ADL deteriorated as the death day approached, but the numbers of the
patient to hold an obstacle from before death 5 days increased conspicuously. It was
movement, evacuation, urination that a period to suffer a handicap was long. In addition
obstacles of the ingestion increased before death 5 days. Also conversation and response of the
ingestion increased before death 1 day.
It was suggested that grasp the hope of a patient and the family surely and relation that
respected autonomy of patient oneself were necessary because terminal patients maintains the
function of conversation and response comparatively till the last.
Key words：Cancer patient, terminal, Activities of Daily Living
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